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研究要旨 

 国民を代表するサンプルを対象とした平成 25 年および平成 29 年国民健康・栄養調査 (厚生労働省)、スポ

ーツライフ・データ 2016および 2018 (笹川スポーツ財団)、国民生活時間調査 2010および 2015 (NHK放送文

化研究所) の 6 つの調査データを用い、日本の成人における座位行動 (総座位時間ならびにテレビ視聴時間) 

の実態について整理を行った。1日の総座位時間に関して、8時間を超える者の割合が 3割以上を示す調査も

みられたが、調査方法 (評価項目) の違いによりばらつきがあることが分かった。また、テレビ視聴に伴う座

位時間の平均は 3～4時間程度であり、高齢者が顕著に長いという特徴が明らかとなった。 

諸外国における成人を対象にした座位行動指針に関して、オーストラリア (Australia’s Physical Activity and 

Sedentary Behaviour Guidelines)、アメリカ (Physical Activity Guidelines for Americans 2nd edition)、イギリス (UK 

Chief Medical Officers' Physical Activity Guidelines)、カナダ (Canadian 24 Hour Movement Guidelines for Adults Aged 

18-64 Years: An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、WHO (WHO Guidelines on Physical 

Activity and Sedentary Behaviour) により策定された具体的な内容およびその特徴について概観した。多くの国・

機関に共通して、「長時間にわたる座位行動をできるだけ少なくすること」、「できるだけ頻繁に座位行動を中

断すること」が指針として採用されていることが明らかとなった。 

日本の成人における座位行動をどの程度に抑制するべきなのかについて、今後は座位行動が種々の健康ア

ウトカムに及ぼす影響に関する諸外国ならびに日本における研究動向を整理し、それらの成果を踏まえた上

で、日本の成人に対する身体活動・座位行動指針を策定していく必要がある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

日本人における非感染性疾患および外因による

死亡に関連して、身体活動不足は喫煙、高血圧に次

いで第 3 位の危険因子であることが明らかとなっ

ている 1)。ここでいう身体活動不足とは、身体活動

指針で推奨されているような中高強度の身体活動

量が不足した状態である。一方、近年は身体活動指

針で推奨されている身体活動量をある程度充足し

ていたとしても、それ以外の時間の長時間にわた

る座位行動 (sedentary behavior)、いわゆる座りすぎ

が種々の健康問題を引き起こすことが知られるよ

うになってきた 2)。座位行動とは、「座位、半臥位

または臥位の状態で行われるエネルギー消費量が

1.5 メッツ (代謝当量) 以下のすべての覚醒行動」

と定義されている 3)。座位行動の健康影響に関する
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先行研究のシステマティックレビュー4),5)によると、

座りすぎは総死亡、心血管疾患死亡・罹患、がん死

亡・罹患、2型糖尿病罹患に影響を及ぼすことが示

されている。しかしながら、現状では成人における

座位行動 (たとえば、一日の総座位時間) はかなり

長いことが知られており 6),7)、日本の成人の場合も

例外ではないことが報告されている 8)。 

このような状況を背景として、ここ 10 年の間に

世界各国の身体活動指針が改訂されるタイミング

で、座位行動に関する指針が盛んに策定されるよ

うになってきた。一方、わが国の成人を対象にした

健康づくりのための身体活動指針である「アクテ

ィブガイド」9)では、高齢者に関しては「じっとし

ていないで」のような座位行動に該当するような

表現を取り入れてはいるものの、諸外国のように

具体的な座位行動の内容にまで踏み込んだ指針は

策定されていない。その背景の 1つとして、日本の

成人における座位行動の実態を含め、これまでの

座位行動に関する先行研究の成果が十分に整理さ

れていないことが挙げられる。 

本研究班では、まずは国民を代表するサンプル

で調査された日本の成人における座位行動の実態

に関するデータを整理するとともに、これまで諸

外国において策定されてきた成人 (高齢者を含む) 

に対する座位行動指針について概観し、日本の成

人を対象にした座位行動指針の策定に向けた基礎

資料を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．調査対象および調査方法 

 日本の成人における座位行動の実態に関しては、

国民を代表するサンプルを対象とした調査に限定

し、その実態について調査している報告書からデ

ータを収集し、調査方法の概要や実際のデータに

ついてまとめた。 

 さらに、諸外国における座位行動指針の策定動

向については、関連分野における研究成果の蓄積

が十分あり、座りすぎ対策について先進的な取り

組みを行っていると考えられる国や機関の座位行

動指針を取り上げ、その具体的な内容や特徴の確

認を行った。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

【日本の成人における座位行動の実態】 

 

1．対象とした調査 

 国民を代表するサンプルを対象にした調査とし

て、平成 25 年国民健康・栄養調査 10)、平成 29 年

国民健康・栄養調査 11)、スポーツライフ・データ

201612)および 201813)、国民生活時間調査 201014)お

よび 201515)を採用した。 

 

2．各調査の調査時期、対象者、抽出方法 

1) 平成 25年国民健康・栄養調査 10) 

本調査は、平成 25年 11月に実施されている。調

査対象は，平成 25年国民生活基礎調査において設

定された約 11,000 単位区より層化無作為抽出され

た 300 単位区内の世帯 (約 5,700世帯) および当該

世帯の満１歳以上の世帯員 (約 15,000 人) である。

調査の方法は、留め置き法による質問紙調査であ

った。 

座位行動に関する調査項目として、「あなたは、

座ったり寝転がったりして過ごす時間が、1日平均

してどのくらいありますか。座ったり寝転がった

りして過ごす時間とは、机やコンピューターに向

かう時間 (仕事、勉強や読書などを含む)、テレビを

見ている時間、座って会話をする時間、車を運転す

る (または車に乗っている) 時間、電車で座ってい

る時間等を含みます。ただし、睡眠時間は含みませ

ん」が使用され、データは 7 カテゴリ (0 分、1 分

～2時間未満、2～4時間未満、4～6時間未満、6～

8時間未満、8～10時間未満、10時間以上) に分け

て示されている。 

2) 平成 29年国民健康・栄養調査 11) 
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平成 29 年 11 月に実施された調査である。対象

者は、平成 29 年国民生活基礎調査 (約 1,106 単位

区内の世帯約 61,000 世帯及び世帯員約 151,000 人) 

において設定された単位区から層化無作為抽出し

た 300 単位区内の全ての世帯および世帯員で、平

成 29 年 11 月１日現在で 1 歳以上の者であった。

調査方法は、留め置き法による質問紙調査である。 

本調査における座位行動は、「ふだんの 1日の仕

事、家事、移動（通勤）などで、次のアからウの時

間はどれくらいですか。それぞれにあてはまる番

号を 1 つ選んで〇印をつけてください」という問

いに対して、ア) 座っている時間を、「3時間未満」、

「3 時間以上、8 時間未満」、「8 時間以上」の 3 つ

の中から選択する形式で評価している。 

3) スポーツライフ・データ 201612)および 201813) 

本調査は、2016年 6～7月および 2018年 7～8月

にかけて実施された。調査対象は、全国の市区町村

を都道府県単位で 11地区に分類し、各地区におい

てさらに都市規模により 4 つに分類した 300 地点

について、割当法により全国の市区町村に居住す

る満 18 歳以上の男女 3,000 人を抽出している。調

査の方法は、訪問留置法により質問紙調査が行わ

れた。 

座位行動に関する評価は、「あなたは、平日に、

どのくらいの時間、座ったり、寝転んだりして過ご

しますか。たとえば、学校の授業や職場・自宅で机

に向かう、座ったり寝転んだりしながらテレビを

みる、友人とのおしゃべり・読書などの時間は含め

ます (ただし、睡眠時間は含めないでください)」と

いう問いに対し、一日の合計時間について回答を

求めるものであった。 

4) 国民生活時間調査 201014)および 201515) 

 日本人の生活行動とその変化を時間という尺度

でとらえることを目的とした調査であり、1960 年

から 5年ごとに実施されている。本報告では、2010

年 10月および 2015年 10月の中旬から下旬にかけ

て実施された調査データを用いた (最新の調査デ

ータとして、国民生活時間調査 2020の結果が報告

されているが、新型コロナウィルスの影響が大き

いことを勘案し、本報告ではデータとして採用し

なかった)。調査対象は、住民基本台帳から層化無

作為 2 段階抽出した全国 10 歳以上の国民であり、

国民生活時間調査 2010 は 7,200 人、国民生活時間

調査 2015 は 12,600 人であった。調査方法として

は、配付回収法によるプリコード方式が採用され、

調査対象日 (2 日間) の午前 0 時から 24 時間の時

刻別 (15 分きざみ) の生活行動と在宅状況につい

て回答するものである。本報告では、先行研究にお

いて最も代表的な座位時間の代替指標として採用

されてきたテレビ視聴時間に着目して、データの

整理を行った。 

 

3．総座位時間の実態 

平成 25 年国民健康・栄養調査 (有効回答数：総

数 7,082 人、男性 3,290 人、女性 3,792 人) におけ

る 1日の総座位時間に関して、平日の場合、全体で

は 0 分が 41 人 (0.6%)、1 分～2 時間未満は 331 人 

(4.7%)、2～4時間未満 1,203 人 (17.0%)、4～6時間

未満 1,771 人 (25.0%)、6～8 時間未満 1,237 人 

(17.5%)、8～10時間未満 881 人 (12.4%)、10時間以

上 1,618人 (22.8%) であった。また、男性の場合、

0分25人 (0.8%)、1分～2時間未満は154人 (4.7%)、

2～4 時間未満 553 人 (16.8%)、4～6 時間未満 767

人 (23.3%)、6～8 時間未満 536 人 (16.3%)、8～10

時間未満 406 人  (12.3%)、10 時間以上 849 人 

(25.8%) となった。女性については、0 分 16 人 

(0.4%)、1分～2時間未満は 177人 (4.7%)、2～4時

間未満 650 人 (17.1%)、4～6 時間未満 1,004 人 

(26.5%)、6～8時間未満 701 人 (18.5%)、8～10時間

未満 475 人 (12.5%)、10 時間以上 769 人 (20.3%) 

であることが分かった。男性は 10時間以上、女性

の場合は 4～6 時間未満と回答した人が最も多く、

8時間以上と回答した人の割合は、全体で 35.2% (男

性 38.1%、女性 32.8%) に達していた。 

一方、休日に関しては、全体では 0 分が 52 人 

(0.7%)、1分～2時間未満は 200人 (2.8%)、2～4時

間未満 955 人 (13.5%)、4～6 時間未満 1,785 人 

(25.2%)、6～8時間未満 1,329 人 (18.8%)、8～10時

間未満 1,043 人 (14.7%)、10 時間以上 1,718 人 

(24.3%) であった。また、男性については、0分 23
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人 (0.7%)、1分～2時間未満は 70 人 (2.1%)、2～4

時間未満 404 人 (12.3%)、4～6 時間未満 788 人 

(24.0%)、6～8 時間未満 596人 (18.1%)、8～10時間

未満 501 人 (15.2%)、10 時間以上 908 人 (27.6%) 

となった。女性の場合、0分 29人 (0.8%)、1分～2

時間未満は 130 人 (3.4%)、2～4 時間未満 551 人 

(14.5%)、4～6時間未満 997人 (26.3%)、6～8時間

未満 733人 (19.3%)、8～10時間未満 542人 (14.3%)、

10 時間以上 810 人 (21.4%) であった。8 時間以上

と回答した人の割合は、全体で39.0% (男性42.8%、

女性 35.7%) となり、平日に比べて休日の方が、男

女ともに総座位時間が長い者が多い傾向が見受け

られた。 

平成 29 年国民健康・栄養調査 (有効回答数：総

数 6,565 人、男性 3,096 人、女性 3,468 人) におけ

るふだんの 1 日における座位時間の場合、全体で

みると 3 時間未満の人が 1,931 人 (29.4%)、3 時間

以上 8 時間未満の人が 3,852 人 (58.7%)、8 時間以

上の人は 782 人 (11.9%) という回答であった。性

別にみてみると、男性は 3 時間未満が 907 人 

(29.3%)、3 時間以上 8 時間未満の人が 1,763 人 

(56.9%)、8時間以上の人は 426人 (13.8%)、女性は

3 時間未満 1,024 人 (29.5%)、3 時間以上 8 時間未

満の人が 2,089 人 (60.2%)、8 時間以上の人は 356

人 (10.3%) となり、特に大きな性差は認められな

かった。 

スポーツライフ・データ 2016 (有効回答数：男性

1,461 人、女性 1,488 人) による 1 日の総座位時間

の平均は、男性 349.0±246.9分、女性 352.1±249.5

分となり、大きな差異はみられなかった。年代でみ

ると、18・19 歳 452.1±291.5 分、20 歳代 364.1±

247.7分、30歳代 331.2±242.3分、40歳代 343.9±

252.3分、50歳代 342.0±241.3分、60歳代 354.0±

252.5分、70歳以上 357.4±240.3 分となり、若い世

代ならびに 60歳以上が比較的多いことが明らかと

なった。また、スポーツライフ・データ 2018 (有効

回答数：男性 1,470 人、女性 1,485 人) について、

1 日の平均総座位時間は男性で 297.8±213.7分、女

性の場合 296.7±209.6 分となり、前回調査よりは

短い傾向が認められた。年代でみると、18・19 歳

397.0±216.4 分、20 歳代 314.7±223.1 分、30 歳代

275.0±213.4 分、40 歳代 279.2±210.8 分、50 歳代

285.3±205.4 分、60 歳代 312.3±209.9 分、70 歳以

上 308.5±201.2分となり、スポーツライフ・データ

2016 とほぼ同様に若年者および高齢者が長い傾向

を示していた。これらの 2つのスポーツライフ・デ

ータの結果を統合した記述疫学研究 16)において、1

日の総座位時間が 8 時間以上となる成人の割合を

算出したところ 25.3%であることが明らかとなっ

た。 

 

4．場面別座位時間の実態 

国民生活時間調査 2010 (有効回答数 4,905人) に

おいて報告されたテレビ視聴時間に着目すると、

平日における全対象者の平均は 3時間 28分、土曜

日は 3 時間 44 分、日曜日は 4 時間 09 分となり、

日曜日が顕著に長い傾向が示された。性別、年代別

にみてみると、男性の場合、平日のテレビ視聴時間

は、10代が 1時間 50分、20 代 1時間 54分、30代

2 時間 03 分、40 代 2 時間 30 分、50 代 3 時間 02

分、60代 4時間 29分、70歳以上 5時間 39分であ

ることが分かった。また、土曜日については 10代

が 2時間 34分、20代 2時間 43分、30代 2時間 57

分、40代 3時間 02分、50代 4時間 16分、60代 4

時間 36分、70歳以上 5時間 21分、日曜日は 10代

が 2時間 42分、20代 2時間 55分、30代 3時間 22

分、40代 3時間 55分、50代 4時間 57分、60代 5

時間 25 分、70 歳以上 6 時間 12 分となっていた。

一方、女性の場合、平日のテレビ視聴時間は 10代

で 2時間 01分、20代 2時間 33分、30代 2時間 43

分、40代 3時間 26分、50代 4時間 00分、60代 4

時間 39 分、70 歳以上 5 時間 29 分であった。土曜

日については、10 代 2 時間 43 分、20 代 2 時間 33

分、30代 2時間 51分、40代 3時間 14分、50代 3

時間 57分、60代 4時間 28 分、70歳以上 4時間 46

分、日曜日は 10 代 2 時間 31 分、20 代 2 時間 51

分、30代 3時間 00分、40代 3時間 21分、50代 4

時間 25分、60代 4時間 58 分、70歳以上 4時間 59

分となっていた。高齢者における週末 (土曜日・日

曜日) のテレビ視聴時間に関して、女性に比べて男
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性がかなり長いことが特徴として挙げられる。 

国民生活時間調査 2015 (有効回答数 7,882人) の

テレビ視聴時間については、国民生活時間調査

2010 と比べて大きな差異はなく、平日における全

体の平均は 3 時間 18 分、土曜日は 3 時間 47 分、

日曜日は 3時間 57分であることが分かった。男性

については、平日のテレビ視聴時間は 10代が 1時

間 33 分、20 代 1 時間 37 分、30 代 1 時間 49 分、

40 代 2時間 07分、50代 2時間 30分、60代 3時間

59分、70歳以上 5時間 16分であった。また、土曜

日の場合、10 代 2 時間 00 分、20 代 1 時間 59 分、

30 代 2時間 26分、40代 3時間 01分、50代 4時間

04 分、60 代 4 時間 47 分、70 歳以上 5 時間 44 分、

日曜日は 10 代が 2 時間 07 分、20 代 1 時間 54 分、

30 代 2時間 54分、40代 3時間 14分、50代 4時間

30 分、60代 5時間 26分、70歳以上 6時間 17分と

なっていた。一方、女性の場合、平日のテレビ視聴

時間は 10代 1時間 38分、20代 2時間 11分、30代

2 時間 37 分、40 代 3 時間 00 分、50 代 3 時間 38

分、60代 4時間 21分、70歳以上 5時間 29分であ

った。土曜日については、10代 2時間 22分、20代

1 時間 59 分、30 代 2 時間 36 分、40 代 3 時間 28

分、50代 4時間 04 分、60代 4時間 21分、70歳以

上 5 時間 22分、日曜日は 10代 2時間 08分、20代

2 時間 24 分、30 代 2 時間 29 分、40 代 2 時間 56

分、50代 4時間 12 分、60代 4時間 23分、70歳以

上 5 時間 48 分となっていた。前回調査に比べて、

若い世代でテレビ視聴時間が減少傾向にあること、

高齢女性における週末のテレビ視聴時間が長くな

っている点が特徴として挙げられる。 

 

【諸外国における成人に対する座位行動指針の策

定動向】 

 

1. 対象とした国・機関 

 本報告では、オーストラリア、アメリカ、イギリ

ス、カナダならびにWHOで策定された成人 (高齢

者等を含む) に対する座位行動指針を取り上げ、そ

の具体的な内容や特徴について概観した。 

 

2. 各国・機関における座位行動指針の策定動向 

1) オーストラリア：Australia’s Physical Activity and 

Sedentary Behaviour Guidelines17) 

オーストラリアでは、2014 年に Department of 

Health が成人 (18～64 歳) に対する座位行動指針

を公表している。本指針は、この分野における世界

中の先行研究で得られた科学的根拠を厳密に検証

した上で、ステークホルダー、政府関係者、国内外

の専門家との協議を行った上で策定された。 

具体的な指針として、「長時間続けて座っている

時間を最小限にすること」および「長時間座ってい

る場合、できるだけ頻繁に中断すること」という 2

つの内容を掲げており、妊婦に対しても同様の指

針を適用している。この指針を策定・公表した 2014

年時点では、座りすぎが 2型糖尿病をはじめ、様々

な健康状態の悪化と関連するという研究成果が蓄

積されつつあったものの、健康上の問題を引き起

こす可能性のある座位時間の閾値を設定するため

には証拠が十分ではなかったことに言及している。

一方、身体活動指針を充足するような活動的な成

人であっても、それ以外の生活場面での座りすぎ

により、健康状態へ悪影響を及ぼす可能性がある

ことについても強調している。現段階では、65 歳

以上の高齢者に対する座位行動指針は公表されて

いない。 

2) ア メ リ カ ： Physical Activity Guidelines for 

Americans 2nd edition18) 

身体活動指針諮問委員会  (Physical Activity 

Guidelines Advisory Committee) は、2008年に発表さ

れたアメリカで最初の身体活動指針「2008 Physical 

Activity Guidelines for Americans」以降に発表された

身体活動・座位行動と健康アウトカムとの関連に

ついて膨大な量の先行研究のシステマティックレ

ビューを行い、報告書「Scientific Report」を公開し

ている。特に、座位行動の健康影響として、総死亡

ならびに心血管疾患死亡、さらに心血管疾患、2型

糖尿病、大腸・子宮内膜・肺がん罹患等のリスクを

高めることを証拠としてまとめている 19)。この報

告書における科学的根拠を基に、U.S. Department of 

Health and Human Servicesは、就学前 (3～5歳)、子
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ども・青少年 (6～17 歳)、成人 (18～64 歳)、高齢

者 (65 歳以上)、妊娠中・出産後の女性、慢性疾患

および障害を有する者に対して、年齢や対象に応

じて推奨すべき身体活動の量や種類を指針として

提示した。 

座位行動に関しては、明確な指針が設定されて

いるわけではないものの、注目すべきは成人およ

び高齢者に対する推奨事項として、「すべての人に

おいて座りすぎを減らし、より多く動くこと 

(Move more, sit less)」について言及している点であ

る。少しの量でも身体活動を行うことは何もやら

ないよりは良いし、座りすぎを減らし、中高強度の

身体活動をわずかでも行えば、何らかの健康上の

恩恵を得ることができる点について強調している。 

3) イギリス：UK Chief Medical Officers' Physical 

Activity Guidelines20) 

イギリスは、2011 年 7 月に公表した身体活動指

針「Start Active, Stay Active: A report on physical 

activity for health from the four home countries’ Chief 

Medical Officers」の中で、他の国に先駆けて幼児 (5

歳未満)、子ども・若者 (5～18 歳)、成人 (19～64

歳)、高齢者 (65 歳以上) の各年齢層に対して座位

行動指針を策定している。特に、成人に対しては、

「すべての成人は長時間にわたる座りがちな (座

位) 時間をできるだけ少なくするべきである」とい

った指針を掲げており、高齢者を含む他の年齢層

に対しても、対象が異なるだけで、その他は同様の

文言による指針を提示した。これらを拡張したも

のが本指針であり、2019 年 9 月にイングランド、

スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの 4

つの最高医療責任者 (CMO) により最新の身体活

動指針として公表された。特に、成人に対しては、

「座りっぱなしの時間を最小限にすることを目指

し、可能な場合は、少なくとも低強度の身体活動で

長時間の不活動を中断するべきである」と述べて

いる。高齢者の場合は、「長時間の座りっぱなしを

解消するために、身体的に可能であれば低強度の

身体活動を行うか、少なくとも立つようにするこ

とが望ましい」といった内容を示した。 

4) カナダ：Canadian 24 Hour Movement Guidelines 

for Adults Aged 18-64 Years: An Integration of 

Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep 

21) 

 本指針は、カナダ運動生理学会が中心となって

組織したコンセンサスパネル (政府関係者、専門家、

利害関係者、エンドユーザー等) により、確立され

たガイドライン作成の手順に従って策定され、

2020 年 10 月に公表された。カナダにおける 18～

64歳の成人および 65歳以上の高齢者に対して、身

体活動、座位行動、睡眠を統合し、1 日 24 時間を

通じてバランスの取れた行動を実践するよう、各

行動の量や強度、時間について推奨した世界初の

指針である。特に、座位行動に関する指針を策定す

るにあたり、座位行動の種類・パターンと健康アウ

トカムとの関連について広範囲にわたる先行研究

を取り扱ったシステマティックレビューを行い 22)、

その成果が用いられた。 

特に、座位行動指針に関する具体的な内容とし

て、「余暇のスクリーンタイムを 3時間以下にする

こと、長時間の座位を可能な限り中断することを

含め、座位時間を 8時間以下に制限すること」を掲

げている。これまで諸外国において設定されてこ

なかった健康上の問題を引き起こす可能性がある

座位時間の閾値を設けた点は非常に画期的である。 

5) WHO：WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour23) 

この指針は、WHO による「身体活動に関するグ

ローバルアクションプラン 2018-2030」24)に沿った

国の健康政策に活用するために、2010 年に公表さ

れた身体活動指針の改定版として公表された。改

定にあたっては、WHOの全 6地域の専門家やステ

ークホルダーで構成される指針作成グループが組

織され、重要で欠かせないアウトカムに関するエ

ビデンスレビューにより、健康効果とリスク、価値

観、嗜好、実現可能性と受容性、公平性と資源への

影響が度重なる会議において検討され、指針の内

容が決定されている。子ども・青少年 (5～17 歳)、

成人 (18～64歳)、高齢者 (65 歳以上)、さらには妊

婦や産後の女性、慢性疾患や障害を持つ人々を対

象に推奨事項が示された。 
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特に、成人に対する座位行動指針に関して、「座

りっぱなしの時間を減らすべきである。座位時間

を身体活動 (強度は問わない) に置き換えること

で、健康効果が得られる」、「長時間の座りすぎが健

康に及ぼす悪影響を軽減するためには、中等度か

ら高強度の身体活動を推奨レベル以上に行うこと

を目標にすべきである」といった内容を提示して

おり (どちらも、強い推奨、中等度のエビデンスレ

ベル)、高齢者や妊婦および産後女性、慢性疾患や

障害を持つ人々に対しても同様の指針内容を推奨

している。 

今回の指針の特徴としては、何もしないよりは

多少でも身体を動かした方が良いということや、

より多くの身体活動を実施した方が最適な健康状

態を得られることに言及するとともに、座位行動

を減らすための新たな推奨事項を示し、指針のタ

イトルにも座位行動を加えることによって、その

重要性を強調している点が挙げられる。 

 

Ｄ．考察 

 

 本報告では、国民を代表するサンプルを対象と

した 6 つの調査データから、わが国の成人におけ

る座位行動の実態について明らかにした。1日の総

座位時間が 8 時間以上の成人の割合について検討

した結果、平成 25年国民健康・栄養調査 10)では平

日は 35.2% (男性 38.1%、女性 32.8%)、休日は 39.0% 

(男性 42.8%、女性 35.7%) であったのに対し、平成

29 年国民健康・栄養調査 (ふだんの 1 日における

座位時間) 11)では 11.9% (男性 13.8%、女性 10.3%) 

となり、3 倍以上の開きがあることが明らかになっ

た。一方、スポーツライフ・データ 201612)および

201813)を用いた研究 16)では、1日の総座位時間が 8

時間以上の成人の割合は 25.3%であったことが報

告されている。これらの差異が生じた理由として

は、データ収集時期の違いというよりはむしろ、座

位行動の評価項目の違いを反映したものと考えら

れる。特に、回答のしやすさならびに座位時間の多

寡を判別する際には、三択式である平成 29年国民

健康・栄養調査で使用された項目は有効であると

思われる。しかしながら、自己報告による座位時間

は過小評価されやすいことを考慮に入れると、あ

る程度詳細な座位時間を把握する必要があるため、

今後は平成 25年国民健康・栄養調査やスポーツラ

イフ・データで使用されたような評価項目を用い

て実態を把握していく必要があると思われる。 

諸外国も日本と同様に、成人における座位行動

の多さが社会問題となっており、身体活動指針改

定のタイミングで座位行動指針が策定されつつあ

る。本報告では、オーストラリア、アメリカ、イギ

リス、カナダ、WHOにおいて策定された座位行動

指針について概観した。その結果、「長時間にわた

る座位行動をできるだけ少なくすること」や、「で

きるだけ頻繁に座位行動を中断すること」といっ

た内容は、文章表現はわずかに異なるものの、すべ

ての国・機関において共通して指針に取り入れら

れており、日本の成人に対する座位行動指針を策

定する際にも反映すべきである。 

より最近になって策定された指針 20),23)では、「座

位時間を身体活動 (強度は問わない) に置き換え

ること」の重要性について言及している。その背景

には、Isotemporal substitution analysisやcompositional 

data analysisといった最新の分析手法を用いて座位

行動の置き換え効果について検討した研究の成果

25),26)があり、今よりもどの程度座位行動を減少させ

るのかの目安を立てるためにも重要な知見である

と思われる。また、カナダでは、指針策定を行った

コンセンサスパネルにより、座位時間に関する閾

値の設定が対象者に害を及ぼす可能性は低く、か

なりの利益をもたらす可能性があると結論づけ

27),28)、一日の総座位時間やスクリーンタイムに関す

る閾値の設定を行っている。日本の成人を対象に

した座位行動指針を策定していく上でも、これら

の視点は非常に重要であると思われる。今後、成人

における座位行動が種々の健康アウトカムに及ぼ

す影響について、諸外国ならびに日本における研

究の動向を整理し、それらの成果を踏まえて、日本

の成人に対する座位行動指針を策定していく必要

がある。 
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Ｅ．結論 

日本の成人における座位行動の実態として、調

査項目にもよるが、総座位時間が 1 日 8 時間を超

える成人は決して少なくないことが明らかとなっ

た。また、諸外国における成人に対する座位行動指

針として、「長時間にわたる座位行動をできるだけ

少なくすること」や、「できるだけ頻繁に座位行動

を中断すること」といった内容が多く採用されて

いることが分かった。 
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